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去る12月１日（月）15：30から、
自民党本部において、今年度４回目の
もりまち議連総会が開催されました。

事務局長代行兼事務局次長の滝波
宏文議員の司会で始まり、まず金

かね

子
こ

恭
や す し

之会長（現・国土交通大臣）のご
挨拶、宮下会長代行兼幹事長のご挨
拶に続き、もりまち協議会の島

しま

田
だ

泰
たい

助
すけ

会長が挨拶して議事に入りました。

【議題】
1．令和８年度都市木造化関連概算要求の状況等について
2．令和７年度木材利用促進月間（10月）の取組について
3．建築物のライフサイクルカーボン評価を促進する制度について
4．公立学校施設の木造化について

司会進行される
滝波事務局長代行

挨拶される宮下会長代行

挨拶される金子恭之会長
（国交大臣）

挨拶する島田会長
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【主な質疑応答】 
出席された議員から、「木造の公立学校ではインフルエンザの罹患率が低くなるなどの効果が説明さ

れた。他の施設でもデータを取り、大学等での研究成果も含め積極的にPRすべき」、「ふたつの公立学
校のデータで、国の補助額に大きな差があるのはなぜか」、「文科省の資料では面積が2,000m2を超える
と木造が高くなると説明されたが、それでは木造化が中々進まないのではないか」、「まだ一般的に“木
造は高い”という評価がある。誤解なのではないか。二つの公立学校を木
造化するとの決断は誰が行ったのか」、「経産省のエネルギー特会の拡充が
必要」などの意見が出され、これに対して省庁からは「比較分析できるデー
タが限られていること、施設によってかなりコストに差があり単純な比較
が難しい」などの回答がありました。

最後に、もりまち協議会の木村副会長が、「木造化しようとする場合、
どうしても凝った設計やデザインにしてしまう傾向がある。また、建築コ
ストには基礎工事や付帯施設工事のコストもカウントするべき。木造は決
して高くはないという実績が増えつつある。50年後、100年後に残る建物
は何かを考えて取組みを強化していくべき」との発言があった後、宮下会
長代行の締めのご挨拶で総会を終了しました。

発言する木村副会長
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11月 28日の閣議で『令和７年度補正予算（案）』
が決定されました !!

　林野関係の補正追加額は約1,419億円で、前年度（2024年度）の
補正予算（約1,416円）を約３億円上回りました。
　内訳は、公共事業が約1,155億円、非公共事業が約264億円となっ
ています。公共事業は、前年度補正予算（約1,180億円）を約25億円
下回りましたが、実質的な政策経費である森林整備事業は前年度補正予
算よりも約17億円増の約523億円、治山事業も同じく約30億円増の
約340億円といずれも伸びています。
　以下、『総括表』及び『令和７年度林野庁関係補正予算の重点事項』を
ご紹介します。
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『令和８年度税制改正要望』についての審議が始まりました!! 
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令和８年度
林業・木材産業関係税制改正要望

森林は、国土の保全、水源の涵養など国民に有形・無形の恩恵をもたらしています。特に近年
では、地球温暖化の進行や局地的な豪雨の頻発を背景に、森林の公益的機能に対する国民の期待
はますます高まっており、森林の適正な整備の推進が強く望まれています。

しかしながら、森林・林業・山村を取り巻く状況は、戦後造成された人工林が本格的な利用期
を迎えている一方で、長期にわたる木材価格の低迷等により、森林所有者の経営意欲の減退や所
有森林への無関心化、所有者や境界の不明な森林の存在など課題が山積しており、必要な整備が
されていない森林が増加しています。

さらに、長期化するロシアによるウクライナ侵攻、中東を始めとする世界情勢の不安定化や円
安基調が続く中で、軽油、ガソリン等のエネルギーコストや資材価格等の上昇は、林業及び木材
加工等の経営を圧迫しており、補助金や金融制度による支援にとどまらず、長期的な視座に立っ
た税制面での的確な措置が必要な状況となっております。

このような中で、森林・林業基本計画で目指している「グリーン成長」の達成や国民的課題で
ある花粉症対策に対処するためには、森林を適切に管理し、林業・木材産業の持続性を高めなが
ら成長発展させ、2050年カーボンニュートラルも見据えた豊かな社会経済の実現に貢献すること
が重要となっています。

さらに、東日本大震災や能登半島地震被害の早期の復旧、復興を図るとともに、頻発する台風、
豪雨及び地震等の自然災害から地域を守る国土強靱化を強力に進めることが緊要です。

以上のような状況を踏まえ、今後とも、森林・林業・木材産業関係者の取組と、山村をはじめ
地域住民の営みを支え、森林整備をより一層推進することにより、地球温暖化の防止、国土の保
全をはじめとする森林の公益的機能の確保を図るとともに、林業・木材産業の発展によるグリー
ン成長の実現に寄与するため、以下の税制上の措置について、特段のご配慮をお願い申し上げま
す。

『令和８年度税制改正要望』についての審議が始まりました !!

　林野関係の令和８年度財政改正に関する与野党のヒアリングが始まる
とともに、自民党での班別勉強会及び税制調査会での審議が始まりまし
た。年末に向けて最終的な決定に向け、当会はじめ関係団体による説明
や激励活動などを進めていきます。
　以下、『令和８年度林野関係税制改正要望』をご紹介します。
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１　山林所得に係る森林計画特別控除の延長（所得税）

２�　農林漁業用軽油に対する石油石炭税（地球温暖化対策のための課税の特例による上乗せ分）
の還付措置の延長

３�　バイオ燃料製造事業者が取得したバイオ燃料製造設備に係る課税標準の特例措置の延長（固
定資産税）

◎　山林所得に係る森林計画特別控除の延長（所得税）
　�　個人が所有する森林について、森林経営計画に基づいて山林を伐採又は譲渡した場合に、山

林所得の計算上、収入金額の20％（収入金額が2,000万円を超える場合は、その超える部分の金
額について10％）を控除できることとする「森林計画特別控除」について、適用期限を延長す
ること

◎�　農林漁業用軽油に対する石油石炭税（地球温暖化対策のための課税の特例による上乗せ分）
の還付措置の延長

　�　林業は間伐等の森林整備を行うことで森林の二酸化炭素吸収量の確保に貢献していることか
ら、林業用機械の動力源に供する軽油に係る石油石炭税について、現行の上乗せ分（760円/kl）
の還付措置を延長すること

◎�　バイオ燃料製造事業者が取得したバイオ燃料製造設備に係る課税標準の特例措置の延長（固
定資産税）

　�　木質バイオ燃料の製造は、林業者の所得向上や山村の活性化等に貢献するものであることか
ら、バイオ燃料製造設備に係る固定資産税の課税標準の軽減措置の適用期限を延長すること
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令和  ７年  11月　国会の動き 令和  ７年  11月　業界の動き

《国会関連》
４日（火）衆・本会議

代表質問
５日（水）衆・本会議

代表質問
５日（水）参・本会議

代表質問
６日（木）参・本会議

代表質問
７日（金）衆・予算委

基本的質疑
10 日（月）衆・予算委

基本的質疑
11 日（火）衆・予算委

基本的質疑
12 日（水）参・予算委

総括質疑
13 日（木）参・予算委

総括質疑
14 日（金）参・予算委

質疑
20 日（木）参・農水委

大臣所信質疑
25 日（火）衆・農水委

大臣所信質疑
26 日（水）衆・国家基本政策委

国家の基本政策に関する件
27 日（木）衆・本会議

国会同意人事
28 日（金）参・本会議

村山富市元総理の哀悼の件各種委員の辞任
及び選挙国会同意人事

10月１日（水）山口県
『やまぐち竹林経営基本方針』を初作
成し公表

10月３日（�金）宮崎県森林林業協会及び台中市
木材商業同業公會（台湾）

『連携協定（木材利用・木育促進等）』
を締結

10月15日（水）東京都
『境界明確化事業』の支援対象者受付
けを開始

10月18日（�土）・10月19日（日）第４回日本伐木
チャンピオンシップin鳥取　実行委
員会

「第６回日本伐木チャンピオンシップ
（JLC）」を鳥取市で開催

10月18日（土）・10月19日（日）横浜市
『わくわく! こどもハロウィンin横浜
北仲フェス』に木育体験コーナーを
開設

10月21日（火）自民党
農林部会長に野中厚氏（衆・比例北
関東）が就任

　同上　　全国森林組合連合会
「第30回Jforest全国森林組合大会」を
開催

10月22日（水）農林水産省
高市内閣の鈴木憲和農林水産大臣が
就任記者会見

10月27日（月）（株）タイミー（スキマバイト）
秋田県森林組合連合会と初の業務提
携を締結

10月28日（火）大船渡市ほか
「大船渡林野火災」の被害面積などを
公表

10月29日（水）GREEN×EXPO協会
『2027国際園芸博覧会』に大阪・関西
万博の“大屋根リング材”再利用計画
を公表

10月30日（木）日本不動産研究所
2025年３月末時点の『山元立木価格』
及び『山林素地価格』を公表



協会報　日本林業　２０２５年１２月号Page 12

令和  ７年  11月　国会の動き 令和  ７年  11月　業界の動き令和  ７年  11月　業界の動き

10月31日（�金）農林水産省及び㈱長谷工コーポ
レーション

「建築物木材利用促進協定」を締結（27
件目）

11月１日（�土）・２日（日）高知県及び高知県木
材普及推進協会
第８回「もくもくエコランド2025　
森林環境学習フェア」を開催

11月２日（日）津田産業（大阪市）
大阪・関西万博の『CANADA（モニュ
メント）』を宮城県名取市へ移設し除
幕式を開催

11月３日（月）政府
2025年秋の叙勲及び褒章受章者を発表

11月６日（木）大日本山林会
『第64回農林水産祭参加全国林業経営
推奨行事賞状伝達贈呈式』を開催

　同上　　林野庁及び全国木材組合連合会
『第１回木材産業分野外国人材受入れ
セミナー』を開催

11月７日（金）日本合板工業組合連合会
『第10回「合板の日」祈念式典』を開催

　同上　　仙台市
農林水産省・経済産業省・環境省に『大
規模な森林伐採を伴う大型太陽光発
電施設（メガソーラー）の建設に対
して規制強化を求める要望書』を提
出

11月８日（�土）八代地域林業研究・普及連絡協
議 会 及 び 合 同 会 社・CENTRAL 
MARKET並びに（株）ハートピア　
八代市産のハチミツとニッケイ（肉
桂）を使った『ハッチ』を発売

11月９日（日）兵庫県立森林大学校
『誰でもオープンキャンパス（１回
目）』を開催（２回目：12月24日、３
回目：令和８年３月８日）

11月10日（月）日本ウッドデザイン協会
『第11回「ウッドデザイン賞2025」を
発表

11月11日（火）全国木材組合連合会

「第２回日本製材技術賞」を決定
11月12日（�水）緑の循環認証会議（SGEC/PEFC

ジャパン）
「大阪万博での木材使用とその後」セ
ミナーをWEB開催

11月14日（金）政府（クマ対策関係閣僚会議）
新たな『クマ被害対策施策パッケー
ジ』を決定

11月15日（�土）及び11月22日（土）かわさき市
民アカデミー

「みどりの文化賞」受賞の東京大学名
誉教授太田猛彦氏の記念講演会を開
催

11月23日（�日）農林水産省及び（公財）日本農
林漁業振興会
第64回農林水産祭の天皇杯・内閣総
理大臣賞・日本農林漁業振興会長賞
の表彰式を開催

11月27日（�木）共同研究機関・大径材活用コン 
ソーシアム

『大径材の有効利用に関する公開シン
ポジウム』を開催

11月29日（土）茨城県
“泊まれる体験型植物園”として『THE 
BOTANICAL RESORT 林

りん

音
ね

』が那
珂市に開園

↑

↑


